
揚貨装置運転実技教習に関する登録教習機関業務規程 

 

公益社団法人 大阪府港湾教育訓練協会 

 

[総 則] 

第１条 公益社団法人大阪府港湾教育訓練協会(以下「協会」という。)が実施する揚

貨装置運転教習は、法令等で定められているもののほか本規程による。 

 

(実施計画の作成等) 

第１条の２ 

    実施計画(様式第９号)は、毎年３月末日までに作成し、ホームページ並びに

事務所の掲示板に掲示して公表する。 

  ２．作成した実施計画を変更したときは、変更後の実施計画を直ちに、ホームペ

ージ並びに事務所の掲示板に掲示する。  

 

[受講者、実技教習の実施方法及び教習料] 

第２条  受講対象者は、協会会員店社に在籍している労働者及び教習を希望する者で

様式１号に定める「揚貨装置運転士免許実技教習申込書」を提出した者とする。 

２．実技教習(実技)の実施方法 

① １回の定員は、６名とする。 

② 基本運転及び応用運転については、受講者１人を１単位とする。 

③ 合図の基本作業については、６人以内を１単位とする。 

④ 基本運転については 1回の運転時間が６０分を 1日 1回行う、応用運転につ

いては 1回の運転時間が６０分を 1日２回行う。 

⑤ 合図の基本作業は６０分行う。 

⑥ 機械設備は、デリック型式・けんか巻を使用する。 

３．教習料及び収納法方法は次のとおりとする。  

    ① 実技教習料              １人   ６０，０００円 

      ② 追試験料               １回  １５，０００円 

③ 修了証の再交付手数料           １件   １，２００円 

      ④ 収納方法は、それぞれの申込書提出時に口座振込み又は現金で払い込むもの

とする。 

      ⑤ 収納した教習料は、理由の如何を問わず一切返却しない。 

 

[実技教習実施管理者(以下「実施管理者」という。)実技教習指導員(以下「指導員」

という。)実技教習技能検定員(以下「検定員」という。)の選任及び解任] 



第３条 実施管理者、指導員及び検定員は、別表１の基準に定められた資格を有する

者を協会会長が任命する。 

    ２．協会職員以外の者を、実施管理者、指導員及び検定員として委嘱する場合は

その者の所属長の承認を受け、会長が委嘱する。 

    ３．任期は２年間とする。ただし、再任は妨げない。 

    ４．実施管理者、指導員及び検定員が次の各号のいずれかに該当したときは、会

長が解任する。 

   イ．任期が満了したとき。 

      ロ．実技教習の業務に関して、会長の命令に反したとき。 

   ハ．社会的不信を招くような行為をしたとき。 

   ニ．健康上、その他の理由により職に適さなくなったとき。 

  ５．第１項及び第２項にもとづく選任にあっては、様式第２号・第３号・第４号

によりそれぞれ行うこととし、第４項にもとづく解任にあたっては様式第５号

により行う。 

 

[実技教習の科目等] 

第４条 揚貨装置の運転実技教習科目の範囲及び教習時間は下表のとおりとする。 

教 習 科 目 範                   囲 教 習 時 間 

 

揚貨装置の 

 基本運転 

1． 空運転で基本操作を行うこと。 

2．重量の確認、荷のつり上げ、定められた経路

による運搬、定位置への卸し等を行うこと。 

 

２４０分 

 

揚貨装置の 

応用運転 

 

各種の荷姿の荷をつって運転を行うこと。 

 

２４０分 

揚貨装置の 

合図の基本

作業 

呼び出し、荷のつり上げ、荷の卸し、荷の水平

移動等の合図を行うこと。 

 

  ６０分 

 

[実技教習科目の細目] 

第５条 前条の実技教習科目の細目は、別表２によるものとし、揚貨装置運転実技教

習は、別表３の日程により行う。 

 

[修了試験] 

第６条 所定の教習を修了した者については、修了試験を行う。 

   ２．「揚貨装置の運転」及び「揚貨装置の運転のための合図」についての修了試

験は、第 3条に規定する検定員によって行う。 



[追試験] 

第 7 条 修了試験に不合格であった受講者に対しては、補習を行い追試験を実施でき

るものとする。 

   ２．補習は６０分行う。 

   ３．追試験の実施については、前条の規定を準用する。 

     この場合、「修了試験」とあるのは「追試験」と読み替える。 

   ４．第１項に該当する受講者が受験できるのは最大３回までとする。 

[実技試験の配点] 

第８条 揚貨装置の運転実技試験の配点は、次のとおりとする。 

 

試  験  科  目 配 点 

揚 貨 装 置 の 運 転 ９０ 

揚貨装置運転のための合図 １０ 

計 １００ 

 

[合 格] 

第９条 採点は各科目の点数の合計１００点をもって満点とし、得点が６０点以上で

ある場合を合格とする。 

 

[採点基準] 

第 10 条 修了試験の実施方法及び採点の基準については、別表４の「修了試験の実施

方法及び採点基準」別表５の「実技試験採点基準」及び別表６「揚貨装置実

技試験(合図)解答用紙」により検定員は、別表７の「揚貨装置運転実技試験

採点表」を作成する。 

 

[修了証の交付等] 

第 11 条 修了試験に合格した者に対し、様式第６号に定める揚貨装置運転実技教習修

了証(以下「修了証」という。)を交付する。 

   ２．前号の修了証は、氏名・住所を再確認のうえ、試験終了後１５日以内に交

付する。 

   ３．修了証を交付された者で次の理由が生じたとき、様式第７号に定める様式

により申し込みがあったときは、再交付又は書替を行う。 

    ① 修了証を滅失又は損傷したとき。(再交付) 

    ② 本籍地、氏名に変更があったとき。(書 替) 

 

[実技教習修了者台帳] 



第 12 条 実施管理者は、様式第８号の実技教習修了者台帳を作成する。 

 

[書類等の保存] 

第 13 条 書類の保存は、次のとおりとする。 

諸  様  式  名 様 式 番 号 保存年限 

実技教習受講申込書 １ ２年 

実技教習実施管理者辞令 ２ ３年 

実技教習指導員の辞令 ３ ３年 

実技教習技能検定員の辞令 ４ ３年 

解任の辞令 ５ ３年 

揚貨装置運転実技教習修了証 ６ ３年 

実技教習修了証再交付申込書 ７ ２年 

実技教習修了者台帳 ８ 永年 

実施計画書(実技教習の実施に

ついてのご案内) 

 

９ 

 

２年 

実施報告書 １０ ５年 

実技教習収支決算書 会計財務諸表等 ５年 

 

(帳簿の作成及び保存) 

第 13 条の 2  

     前条に定めるもののほか、次の各号に掲げる書類等は５年間保存する。 

① 教習の種類、科目及び時間 

          ② 教習を行った年月日 

③ 指導員及び技能検定員の氏名並びにその者の資格に関する事項 

④ 教習の結果 

     ⑤ その他教習に関し必要な事項 

(財務諸表等の備付け及び閲覧等) 

第 13 条の３ 

       次の各号に掲げる書類等は、毎年５月３０日までに作成し、５年間事務所に

備付ける。 

     ① 財産目録 

         ② 貸借対照表 

         ③ 収支計算書 

      ④ 事業報告書 

      ２．業務時間中に、技能教習を受講しようとする者その他の利害関係人から、



書面による請求があれば、前項の書類の閲覧又は謄写を認める。 

          なお、電子記録の謄写はＣＤ等により交付する。 

      ３．前項の謄写の請求をする者は、請求時に次の各号に掲げる費用を第２条に

定める方法により納付しなければならない。 

   ① 書面の謄写             書面  １枚当たり ３０円 

          ② 電子的記録の謄写         ＣＤ等  １枚当たり ５０円 

[事業報告書] 

第 14 条 実施管理者は、毎年事業年度における事業報告書(様式第 10 号)を作成し、

毎年６月末までに、大阪労働局長に対して報告する。 

         ① 教習回数 

         ② 実施回数 

         ③ 受講者数 

         ④ 修了者数 

⑤ 収支計算書        

         ⑥ 実施管理者・指導員・技能検定員に変更があった場合には、その内容及

び経歴 

 

(内部監査) 

第 14 条の 2 

         法令及び本規程に基づき、技能教習が適正に実施されていることを確認する

ため、１年以内ごとに定期的に監事による監査を実施する。 

     ２．前項の規定にかかわらず、監事が必要と認めるときは臨時に監査を実施する。 

 

[規程の変更] 

第 15 条 本規程を変更する場合は、大阪労働局長へ届け出て確認を受けなければなら

ない。 

 

付     則 

本規程は、平成９年８月２２日から施行する。 

改    正 

[平成１６年３月３１日付け「労働安全衛生法」及び「登録製造時等検査機関等に

関する規則」改正により平成１６年１１月１日改正実施。] 

 平成２０年４月１日付  一部改正 

 平成２３年１月１日付  一部改正 

 平成２６年１月１日付  一部改正 

 


